
北陸地域の企業を対象としたWeb アンケート調査による水害版BCP 策定時のボトルネックの考察 

 

富山県立大学大学院     環境工学専攻 学生会員 ○奥野 佑太 

富山県立大学 環境・社会基盤工学科  正会員   呉 修一 

中央大学       理工学部  正会員  手計 太一 

相模女子大学       学芸学部  正会員  九里 徳泰 

 

１．はじめに 

企業の被災は，直接的な被害のみならず間接的な

影響があり，被災後の事業継続の妨げとなる．企業の

事業継続を支援する取り組みに事業継続計画

（Business Continuity Plan，以降 BCP と表記する）が

あるが，河川災害や土砂災害への想定はほとんどさ

れていないのが実情である 1)． 

さらに，水害版 BCP の策定は企業自身の判断で実

施されるため，企業が策定を実施しない要因である

ボトルネックがある場合，水害版 BCP の策定は実施

されない．令和 2 年度には富山県内の BCP 策定企業

に対してヒアリング調査を実施，水害版 BCP 策定に

おけるボトルネックを検討したが，調査数が不足し

ており，十分な調査とは言えない． 

そこで本研究では，Web アンケート形式を用いて，

北陸地域（富山県，石川県，福井県，新潟県）の企業

に対してアンケート調査を実施，水害版 BCP 策定時

のボトルネックおよび，水害版 BCP 策定に必要とな

る情報の考察を行った． 

 

２．調査対象企業とアンケート内容 

本調査では，中小企業庁が認定する，事業継続力強

化計画認定企業 2)から，水害リスクの高い急流河川

を有する富山県，石川県，福井県，新潟県の 4 県の

いずれかに本社を有する企業 892 社を抽出，企業の

問い合わせフォーム，問い合わせ用メール，および

FAX を用いて本アンケートに対する協力を依頼した． 

本調査では Web アンケートとして Google フォー

ムのアンケートを使用，アンケートの依頼の際に回

答フォームの URL を添付した． 

表-1 は企業に対するアンケート内容である．ここ

で，No13-1 から No13-5 の質問は，No13 の水害 BCP

の実施状況についての質問において，水害 BCP 策定

済み，策定中，策定検討中と回答した場合に，No13-

1，No13-2，No13-3 を回答，策定を検討したがあきら

めた，策定する気がないと回答した場合に，No13-4，

No13-5 を回答していただいた． 

 

３．結果  

アンケート調査の結果，180 社から回答を得られた

（回答率 20.9%）．この回答数は調査数の信頼水準

90%，信頼区間 5%以内に収まるため，有意性がある

と言える．本調査で得られた回答の内，主要な回答結

果を提示する． 

図-1 は水害版 BCP の実施状況の回答結果である．

水害版 BCP の実施状況の回答結果として，策定済み

と回答した企業は 180 社中 58 社，策定中と回答した

企業は 23 社，策定検討中と回答した企業は 74 社，

策定を検討したがあきらめたと回答した企業は7社，

策定する気がないと回答した企業は 18 社だった．本

調査は中小企業庁が認定する事業継続力強化計画認

定企業という，事業継続に前向きな企業に対してア

表-1 企業に対するアンケート内容 
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ンケート調査を実施している．そのため，水害版 BCP

の策定企業や，策定を検討している企業が回答企業

全体の約 86%となる 155 社という，高い割合となっ

ていると考えられる． 

図-2 は水害版 BCP の策定理由の回答結果である．

ここで，本質問は複数の回答を選択可能であった．水

害 BCP 策定済み，策定中，策定検討中と回答した企

業に対する，水害版 BCP の策定理由の回答結果とし

て，近年の水害発生頻度の増加を受けて，自社への浸

水被害を考慮したためと回答した企業が 155 社中 90

社と，本質問でもっとも多くの企業が回答した．他の

回答として，自社に対する，防災意識のイメージの維

持，向上による広告活動のためといった回答をいた

だいた． 

図-3 は水害版 BCP を策定しない理由の回答結果

である．ここで，本質問は複数の回答を選択可能であ

った．策定を検討したがあきらめた，策定する気がな

いと回答した企業に対する，水害版 BCP を策定しな

い理由の回答結果として，策定を行う人員，時間に余

裕がないと回答した企業が 25 社中 13 社と，本質問

でもっとも多くの企業が回答した．他の回答として，

建屋等の浸水リスクが低く，水害 BCP を策定する意

味，メリットがないといった回答をいただいた． 

 

４．ボトルネックの考察 

図-3 の回答結果から，策定を行う人員，時間に余

裕がないことが，水害版 BCP 策定時に大きなボトル

ネックとなることがわかった． 

ボトルネックの解消案としては，内閣府の公開す

る防災情報 3)といった，行政からの BCP 策定補助を

有効に活用することが重要であると考えられる． 

また，本調査における他の回答結果，優位性を求

めるクロス集計の結果については紙面の都合上，発

表時に示す予定である． 
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図-1 水害版 BCPの実施状況の回答結果 

図-3 水害版 BCPを策定しない理由の回答結果（複数選択可） 

図-2 水害版 BCPの策定理由の回答結果（複数選択可） 
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